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第 2 章 その他の土石流対策施設 
第 1 節 土石流導流工 
1.1 断面 
 

土石流導流工の断面は、土石流の流量、水深（本指針第１編 2.4 参照）を考慮し、これら

に余裕高を加えたものとする。なお、堆積遡上により氾濫しないように注意する。 
解説 
土石流導流工は、安全な場所まで土石流を導流するよう、土石流・流木捕捉工のえん堤を 1

基以上設けた後、または土石流堆積工を設けた後それらに接続するよう計画する。 
計画流量は、渓流全体の施設計画において施設により整備される土砂量の計画流出土砂量

に対する比だけ土石流ピーク流量が減少すると仮定して決定する。ただし、計画規模の年超

過確率の降雨量から求められる清水の対象流量に 10%の土砂含有を加えた流量を下まわらな

いものとする。 
土石流導流工の幅は、土石流の最大礫径の 2 倍以上、または原則として 3ｍ以上とする。

なお、計画規模の年超過確率の降雨量に伴って発生する可能性が高いと判断される土石流が

上流域で十分処理される場合は通常の渓流保全工（本指針第２編第 7 章参照）を計画するも

のとする。 
余裕高は次のとおりとする。 

表 2-2-1 
流  量 余裕高（ΔＨ） 

200 ㎥/s 以下 0.6ｍ 
200～500 ㎥/s 0.8ｍ 
500～2000 ㎥/s 1.0ｍ 

ただし、河床勾配による次の値以下にならないようにする。 
表 2-2-2 

勾配 ΔＨ/H 
1/10 以上 0.5 

1/10～1/30 0.4 
1/30～1/50 0.3 

ここで、Ｈ：水深（m）である。 
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1.2 法線形 
 

土石流導流工の法線形はできるかぎり直線とする。 
解説 
土石流は直進性をもっているため、導流工の法線形は直線とするのが望ましい。地形及び

土地利用等の理由によりやむ得ず屈曲させる場合は円曲線を挿入するものとし、その湾曲部

曲率半径は下記の式で求め、中心角 30°以下とする。 
 b/r（in）≦0.1 …（2-2-1） 
ここで、b：流路幅、r（in）：湾曲部曲率半径を示す。 

 
図 2-2-1 土石流道流工湾曲部の法線形 

 
1.3 縦断形 
 

土石流導流工の縦断図は、急な勾配変化をさける。なお、土砂の堆積遡上が予想される

場合は、これに対して安全な構造とする。 
 
 
1.4 構造 
（1）渓床 
 

堀込み方式を原則とする。 
 
（2）湾曲部 
 

湾曲部では外湾側の水位上昇を考慮して護岸の高さを決定する。 
解説 
理論値、実測値、実験結果等により水位上昇を推定し、これを安全に流せる構造とする。 
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土石流では、外湾の最高水位 h(out)max は
rg

buho
2

10 にもなることがあるが、一般に土

石流導流工や流路工が施工される扇状地では、土石流および清流でそれぞれ下記の式で求め

る。 

       土石流： h(out)max＝
rg

buho
2

2 ・・・・・・・（2-2-2） 

清水（射流）で、 

       h(out)max＝
rg

buho
2

・・・・・・・・・・（2-2-3） 

 
ここに oh ：直線部での水深（m） 
    b：流路幅（m） 
    u：平均流速（m/s） 
    r：水路中央の曲率半径（m） 
    g：重力の加速度（9.8m/ 2s ）      である。 
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第 2 節 土石流堆積工 
2.1 土石流堆積流路 
（1）土石流堆積流路 
 

土石流を扇状地内の流路に積極的に堆積させる。また、護岸工等により渓岸侵食を防止

する。 
解説 
流路に土石流を積極的に堆積させるために、流路勾配の穏和、流路断面の拡幅により、土

砂輸送能力を低下させる。ただし、土砂流発生以前の常時の流量において土砂が堆積するよ

うでは、土石流発生時での堆積容量が減少する。したがって、常時の流出土砂量（土砂混入

濃度）を想定し、これが堆積しない程度まで流路勾配を緩くするものとする。 
 
 
 
 
 堆砂 
 
 本川等 

 
図 2-2-2 土石流堆積流路 

 
（2）除石 
 

土石流等により土石流堆積流路内に土砂が堆積した場合には、すみやかにこれを除石す

る。 
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2.2 土石流分散堆積地 
（1）形状 
 

土石流分散堆積地の形状は土石流の流動性および地形の特性を把握し適切な形状とす

る。 
解説 
過去の土石流の規模、流下・氾濫特性、類似渓流の発生事例を基に分散堆積地の形状を定

める。 
土石流の流動性が低く、渓床勾配が急勾配なほど土石流は拡散しにくいので、分散堆積地

の形状は細長い形状とする。土石流及び渓床勾配の特性が逆の場合は、巾広の形状とする。 
 
（2）計画堆砂勾配 
 

土石流分散堆積地の計画堆砂勾配は現渓床勾配の 1/2～2/3 の勾配を基準とする。 
 
（3）計画堆砂量 
 

土石流分散堆積地の計画堆砂量は計画堆砂勾配で堆砂した状態について求める。 
 
（4）構造 
 

土石流分散堆積地の上、下流端にはえん堤または床固工を設け、堆砂地内には必要に応

じて護岸、床固工を設ける。 
解説 
土石流分散堆積地は上下流端の砂防えん堤（または床固工）、拡散部、堆積部及び流末導流

部からなる。上流端砂防えん堤（床固工）は堆積地勾配を緩和するために掘り込みとするの

で、上流端の現渓床との落差を確保するために設置する。下流端砂防えん堤（床固工）は拡

散した流れを制御し河道にスムーズに戻す機能を持つ。堆積容量を増大するために堆積部に

床固工を設置することがある。土石流分散堆積地の幅(W₂)は上流部流路幅（W₁）の 5 倍程

度以内を目安とする。 
 
 
 
 
 
 



第 2 章 その他の土石流対策施設 

 2-99

   W₁ 
 
 拡散部 上流端砂防えん堤（床固工） 
 
拡幅部 
 堆積部 
                   W₂ 
 中間床固工 
 
 
 流末導流部 
 下流端砂防えん堤（床固工） 
 
 

図 2-2-3 
 
（5）除石 
 

土石流等により土石流堆積流路内に土砂が堆積した場合は、すみやかにこれを除石する。

堆砂後の除石のため、除石方法、搬出方法、土捨場をあらかじめ検討しておく。 
解説 
除石方法及び搬出方法の検討においては、濁水、騒音、粉塵対策を考慮する。 
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第 3 節 土石流緩衝樹林帯 
 

土石流緩衝樹林帯は、土石流堆積区域で土石流の流速を低減させる目的で土石流堆積区

域末端部付近に設定する。 
堆砂空間の構造は、現在の地形を考慮し下流端に床固工等を配置し、小規模な出水を処

理する常水路、導流堤、樹林、補助施設等からなる。 
解説 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-2-4 土石流緩衝樹林帯 
 
 1． 利用導入樹種 
   導入する樹種は、計画区域内または近傍の類似条件下の場所に存する樹種を参考に選

定する。 
 2． 樹林の密度等 
  （1）樹林の密度は樹木の成育上必要な最小限の間隔を確保した上で、樹林帯区域内の流

速を減じ十分な土砂の堆積効果が得られる密度を目標とする。 
  （2）樹木は流体力により倒れないように検討する。 
 3． 効果量 

効果量は整備後の樹林帯を考慮した粗度係数を求め土砂の堆積量を掃流砂量計算等に

より算定し、計画区域内の渓床の不安定土砂量と併せたものを効果量とする。 
計画平均堆積深は、0.3～0.5m 程度とする。 

 4． 樹林帯の保育 
   土石流緩衝樹林帯の機能を維持確保するため樹林帯の保育を行い、必要に応じて下刈、

補植等を行う。 
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第 4 節 土石流流向制御工 
 

土石流導流堤等により土石流の流向を制御するもので、越流を生じない十分な高さとす

るとともに、表法先の洗掘に注意する。 
解説 
（1）導流堤の法線形状 

計画基準点よりも下流で土砂を流しても安全な場所があり、下流に災害等の問題を生じ

させずに安全な場所まで土砂を流下させることができる場合は、土石流の流向を土石流導

流堤等により流向を制御し、安全な場所まで導流する。流向制御工の法線は土石流直撃に

よる越流を防止するために、流れに対する角度(θ)はθ＜45°とする。土石流の流向を

45°以上変更する場合、および保全対象の分布が広く導流堤が長くなる場合は導流堤を複

数に分割し、霞堤方式に配慮する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-2-5 土石流道流堤の法線 
 
（2）土石流導流堤の高さ 

流向制御工天端は原則として現渓床勾配と平行する。高さは土石流の水深に余裕高を加

えたものとする。（本指針第２編第２章 1.1 参照） 
土石流の速度および水深は本指針第１編第６章 2.4 に従い求める。 

 
（3）導流堤の法面保護および法先の洗掘対策 

導流堤の表法はコンクリート、石積み、コンクリートブロック積み、鋼矢板等による護

岸により土石流の侵食から防護する。法先は護岸工の根入れ、コンクリートブロック等に

よる根固め工、及び根固水制工等により洗掘に対して安全な構造とする。 
 
（4）除石工 

土石流発生後、必要により除石を実施する。 
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第 5 節 土石流・流木発生抑制工 
5.1 渓床堆積土砂移動防止工 
 

床固工等で渓床堆積物の移動を防止する工法である。 
解説 
渓床堆積土砂移動防止工には、主として床固工等があり、渓床や渓岸の堆積物の移動を防

止する。原則として床固工の上流側を天端まで埋戻し、礫及び流木の衝撃力を直接受けない

構造とする。また袖部の上流側についても土砂を盛る等の処置を行い土石流による破壊をで

きるだけ避けるものとする。設計外力については本指針第２編第１章 3.1 を参考とし、土石

流荷重を考慮せず静水圧のみを対象とする。 
渓床堆積土砂移動防止工にはコンクリート製、鋼製枠製等がある。水通し断面は本指針第

２編第 1 章 3.5.2 によるが、水通し幅は地形を考慮してできるだけ広くとる。土石流ピーク

流量に対しては、余裕高は原則として考慮しなくてよい。その他の設計は、コンクリート製

では本指針第２編第 1 章第３節不透過型砂防えん堤に準ずる。 
 
5.2 土石流発生抑制山腹工 
 

植生または他の土木構造物によって山腹斜面の安定化をはかる。 
解説 
土石流となる可能性のある山腹崩壊を防ぐために山腹保全工を施工するものとする。山腹

保全工は「山腹保全工の手引き（案）」に基づいて行なう。 
 
 
第 6 節 維持管理 
 

土石流対策施設が十分機能を発揮するよう、定期的及び豪雨後、すみやかに堆砂状況等

の点検を行い、必要に応じて除石等を行なう。 
解説 
土石流捕捉工は貯砂容量が大きいほど効果が大きいので、不透過型えん堤では、定期的ま

たは出水後に堆砂状況を調査する。 
透過型砂防えん堤についても、流木等によって閉塞しないよう管理する。 
定期的及び出水の後にえん堤堆砂状況の調査を行い、必要に応じ除石等の処置を講ずる。 
土石流発生後は、施設の被害を必要に応じ点検を行い破損等に対し必要な処置を講ずる。 


